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【業務評価】

326,255人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 326,255

予算費目 下水道事業特別会計 下水道事業費 下水道事業費 一般管理費
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対象

下水道処理区域内の住民 意図 汚水を処理場へ流すための下水道施設を維持管理し、汚水を安定的に処理
場へ流すことで、下水道処理区域内の住民の衛生的な生活環境を維持す
る。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

自然と都市が潤いゆたかに調和したまち
第２次総合計画

重点目標 自然を守り育てるために
政　　策 公共用水域の保全

令和２年度事務事業評価シート（令和元年度決算）

事業コード 530 作成者氏名 国光　博己 連絡先 0833-72-1485

事務事業名 下水道施設維持管理運営事業 担当課 下水道課

事務事業
の概要

公共用水域の水質保全や、快適で衛生的な生活環境の保全のため、周南流域下水道事業との連携を図りながら、下水道の普及指導
や、管渠等の適正な維持管理に努める。

30年度 元年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標
目標

令和4年度

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
２年度目標

事業費 30年度決算 元年度決算 ２年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 30年度実績 元年度実績

◎
事業費 36,373 28,562 ―

―
Ｂ1

汚水水量 4,387

2 ●
貸付件数 0

4,279

0 ―
―

管渠、ポンプ場などの維持管理

水洗便所改造融資あっせん（貸付実行） ○
事業費 0 0 ―

事業費 2 0 ―

0 ―
―

Ａ ○
事業費 321,739 283,846 ―

3 ●
利子補給件数 1

4

水洗便所改造融資あっせん（利子補給）

周南流域下水道維持管理費負担金

事業費
5

6
事業費

事業費

事業費

7

8

事業費
9

10
事業費

事業費

事業費

11

12

事業費
13

14
事業費

事業費
15

財源内訳

0

　業務量（人工数） 2.45人

358,114 312,408

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 13,847 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：元年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金
  地方債
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◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由

事務事業執行責任者
（課長名）

中本　信一
最終評価責任者
（部長名）

森重　哲昌

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

現状の下水道施設維持管理方法は、毎年度、点検調査を行っていることから大きな事故にはつな
がっておらず、維持管理の点からは有効である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

下水道施設の維持管理事業は周辺水域の環境保全及び住民の環境衛生を保持するため必要不可欠で
あり、市が事業を実施することは妥当である。

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

毎日の生活汚水を処理する下水道施設の機能維持を図ることは大変重要であるため。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

下水道の整備は年々進んでおり、また、施設の老朽化が懸念される状況で、衛生的な生活環境を確
保できるよう施設の機能維持を図ることができている。
事業としては、下水道施設の機能を健全に維持していくことが目的であることから、成果目標は設
定していない。
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【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：元年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳

0

　業務量（人工数） 3.05人

122,326 74,507

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 19,057 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7

8

事業費

事業費

6

事業費
5

3

4 ●
委託件数 2

周南流域下水道事業負担金

公営企業会計移行業務

事業費 25,308 23,133 ―

―
Ａ

1 ―
Ｅ ○

事業費 12,229 0 ―

―
Ａ

公共下水道施設整備業務

公共下水道施設の改築・更新業務
事業費 8,716 13,294 ―

1 ●
整備面積 2.1

2 ●
工事、委託件数 1

1.5

4

元年度実績

◎
事業費 76,073 38,080 ―

―
Ａ

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）
２年度目標

事業費 30年度決算 元年度決算 ２年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 30年度実績

74.1 100.0% 75.9下水道整備率（補単計）

事務事業
の概要

下水道の未整備区域において、家庭や事業所から排出される汚水を処理場へ流すための下水道施設の整備、整備された下水道施設
の老朽化対策を実施する。

30年度 元年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

％ 73.9

目標
令和4年度

74.1

令和２年度事務事業評価シート（令和元年度決算）

事業コード 530 作成者氏名 山口　正人 連絡先 0833-72-1476

事務事業名 単独事業 担当課 下水道課

対象

下水道計画区域内の一般家庭及び事
業所

意図 下水道計画区域内の一般家庭及び事業所への下水道整備を進めるととも
に、老朽化する下水道施設の改築・更新を行い、公共水域における水環境
の保全と良好な生活環境の維持を目指す。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

自然と都市が潤いゆたかに調和したまち
第２次総合計画

重点目標 自然を守り育てるために
政　　策 公共用水域の保全

93,564人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 93,564

予算費目 下水道事業特別会計 下水道事業費 下水道事業費 下水道事業費
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

中本　信一
最終評価責任者
（部長名）

森重　哲昌

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

構成する事務事業は、下水道の普及率向上、施設の維持を図るために必要であり適切である。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

下水道事業は地方財政法第6条及び地方財政法施行令第46条により、特別会計を設けて独立採算の原
則のもと運営される公営企業に位置づけられていることから、実施主体は地方公共団体とすること
が適切である。

下水道の未整備区域において、家庭や事業所から排出される汚水を処理場へ流すための下水道施設を整備することは、下水道の
普及率を向上させ公共水域の水質保全と良好な生活環境の維持に繋がることから、最重点化業務として取り組む。また、重点化
業務として公営企業会計へ移行したことにより、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上を図り、将来にわたり持続可能な経
営を目指す。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

下水道施設の整備は、計画的に行っており、目標数値を概ね満足していることから現状を維持して
いくことが適切である。
また、本市の下水道は分流式を導入し、生活排水による公共水域における水質の悪化を防止してお
り、事業としては適切である。なお、下水道施設の老朽化に伴う対応を、補助事業と調整を図りな
がら実施しているところである。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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